
議員提出第９号議案  

 

   女性デジタル人材育成を強力に推進するための支援を求める意見  

   書  

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条第１項の規定により提

出する。  

  令和４年１０月１９日  

        提  出  者  

          足立区議会議員   く ぼ た  美 幸 

          同         新 井  ひ で お 

          同         長 澤  こうすけ  

          同         ぬ か が  和 子 

          同         鈴   木  あ き ら 

          同         長 井  まさのり  

          同         岡 安  た か し 

          同         長 谷 川  た か こ 

          同         鹿 浜   昭 

          同         佐 々 木  まさひこ  

          同         は た の  昭 彦 

          同         くじらい   実 

 

足立区議会議長   工  藤  哲  也   様  

 

（提案理由）  

 国会及び政府に対し、女性デジタル人材育成を強力に推進するための

支援を求めるため、本案を提出する。  

  



女性デジタル人材育成を強力に推進するための支援を求める意見書  

 

 政府は令和４年４月２６日に「女性デジタル人材育成プラン」を取り

まとめ、就労に直結するデジタルスキルの習得と、柔軟な働き方につな

がる就労環境整備の両面から支援し、女性デジタル人材育成の加速化を

目指すこととした。  

女性デジタル人材育成については、女性の経済的自立や重要産業であ

るデジタル業界への女性の円滑な労働移動支援、デジタル分野における

ジェンダーギャップの解消等を図る観点から極めて重要である。  

本プランの着実な遂行と実現は、我が国の国際競争力を高め、生産性

を向上させるうえで不可欠であり、大きな期待が寄せられている。  

よって、足立区議会は、国会及び政府に対し、女性デジタル人材育成

の強力な推進を図るため、下記の事項を実施するよう強く求めるもので

ある。  

記  

１  時間的な制約がある場合においても、テレワークを活用した就労や

実践的な経験を積むことができる研修等の環境整備を支援すること。  

２  テレワークの定着・促進に向けた導入支援体制を早急に整備するこ

と。  

３  自治体規模に合わせた取組みやすい本プランの参考事例を積極的に

発信すること。  

４  本プランの着実な遂行のために十分な予算を確保すること。  

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。  

令和   年   月   日  

                    議   長   名  

衆議院議長  

参議院議長  

内閣総理大臣  



財務大臣  

厚生労働大臣                  あ  て  

経済産業大臣  

デジタル大臣  

内閣府特命担当大臣（少子化対策  男女共同参画）  

デジタル田園都市国家構想担当大臣  


